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はじめに（策定の趣旨） 

 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137号）第６条第 1項の規定によ

り、市町村は当該区域内における一般廃棄物の処理に関する計画を定めなければならない

とされています。 

 そのため、飯田市では市内の生活排水（以下「し尿及び生活雑排水」をいう）処理に関す

る基本方針となる「生活排水処理基本計画」（以下「基本計画」という）を策定しています

が、現基本計画（平成 22年 12月策定、令和２年度に長野県生活排水対策構想（以下「長野

県構想」という）の延伸に合わせ２年間の期間延伸を行い、平成 23年度から令和４年度ま

で）の期間が終了することから、計画期間を令和５年度から令和 14 年度の 10 年間として

見直しを行うものです。 

 本計画は長期的・総合的な視点に立って、生活排水処理の方法や、目標値を定めるととも

に、処理を行う過程で発生する汚泥などの適正処理を進めるために必要な基本的事項を定

めます。 
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第１章 計画の基本的事項  
１ 計画の位置づけ 
   本計画は飯田市の目指す都市像である「環境文化都市」を念頭に、持続可能な地域発

展のため「いいだ未来デザイン 2028（飯田市総合計画）」の目指すまちの姿に定める「人

と自然が共生する環境のまち」を目指します。 

   また、飯田市の環境基本計画「21’いいだ環境プラン」に定める基本理念を共有し、

目指すゴールの達成に取り組みます。基本方針や目標は長野県構想及び飯田市下水道

ビジョンとの整合を図ることとします。 

 

（計画の位置づけ）                         
２ 計画の期間及び区域 
  計画の期間は令和５年度から令和 14 年度までの 10 年間とし、５年後に見直しを行い

ます。 

  計画の対象とする区域は、飯田市内全域とします。 
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３ 計画の目標年度 
  計画の目標年度は計画期間の最終年度である令和 14年度末とします。 

 

４ 生活排水処理に係る理念、目標 
下水道や合併処理浄化槽などの整備による生活排水の適正処理は、公衆衛生の向上や

身近な生活環境の改善に寄与するとともに、公共用水域の水質保全にも資するものです。

また、生活排水処理で発生する汚泥などを適正に処分、再利用することは、水環境・資源

循環型社会の形成に重要な役割を担っています。 

飯田市の公共下水道事業は、市街地の大半を焼失した昭和 22年４月の大火による復興

都市計画事業として、昭和 24年 11月に事業認可を受け県下で最も早く管路工事に着手、

昭和 34 年７月に別府処理場が完成し供用を開始しました。その後、昭和 52 年４月に松

尾終末処理場が完成、平成７年３月には、「飯田市下水道整備基本計画」を策定し、公共

下水道事業・特定環境保全公共下水道事業・農業集落排水事業・小規模集合排水処理施設

整備事業、合併処理浄化槽設置事業の５つの手法により、平成 25 年度までに汚水処理  

人口普及率（総人口に対する下水道・浄化槽による処理人口の計との割合）を 100％とす

る「市民
し み ん

皆
かい

水洗化
すいせんか

」を目指すこととしました。 

平成 25 年度末の整備計画期間終了をもって管路整備が概成、令和３年度末の汚水処理

人口普及率は 97.3％となっています。現在の下水道事業は「整備拡大」から「計画的維

持管理と健全経営」へと大きく転換しています。 

人口減少・高齢化、生活様式の変化に伴う使用水量の減少や、下水道施設の老朽化への

対策など、生活排水処理においても社会情勢の変化への対応が求められています。また、

処理施設は、機能の維持や利用者である市民の利便性や快適性を持続していくために、今

後とも適切な管理のもと運営を行っていく必要があります。 

地域の水環境の保全と資源循環型社会の形成を図るため、下水道への接続や合併処理

浄化槽による水洗化を促進するとともに、生活排水の処理を適正に行い、更にカーボン 

ニュートラルの取組を含め、長期的な視点に立って持続可能な生活排水処理を講じます。 
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第２章 生活排水処理の状況 
 

１ 生活排水処理体系 
飯田市における生活排水の処理体系を 図 2-1に示します。 

公共下水道および農業集落排水等に接続し、水洗化済みの世帯や事業所については、市内

４箇所の下水処理場と 11箇所の農業集落排水処理施設等で処理され、処理水を公共用水域

（河川等）に放流しています。 

合併処理浄化槽を設置している世帯や事業所については、処理水を公共用水域に放流し、

処理過程で発生する汚泥は、市内のし尿処理施設にて処理しています。 

単独処理浄化槽の発生汚泥は汲み取りにより、し尿処理施設で処理されますが、生活雑排

水は未処理のまま放流していますので非水洗化世帯としています。 

汲み取りし尿や浄化槽汚泥は南信州広域連合が運営するし尿処理施設に搬入し処理して

います。 

図 2-1 処理体系図 
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２ 生活排水の処理主体 
 飯田市における生活排水の処理主体は 表 2-2のとおりです。 

 

表 2-2 生活排水の処理主体 

処理施設の種類 対象となる排水の種類 処理主体 

（１）公共下水道 し尿及び生活雑排水 飯田市 

（２）特環公共下水道 し尿及び生活雑排水 飯田市 

（３）農業集落排水 し尿及び生活雑排水 飯田市 

（４）小規模集合排水 し尿及び生活雑排水 飯田市 

（５）合併処理浄化槽 し尿及び生活雑排水 個人等 

（６）単独処理浄化槽 し尿 個人等 

（７）し尿処理施設 し尿及び汚泥 
南信州広域連合 

（飯田環境センター） 

 

 

３ 生活排水処理人口の推移 
飯田市の生活排水処理状況について、過去５年間の処理区分別人口の推移は 表2-3のと

おりです。 

令和３年度末における行政区域内人口97,750人に対し、公共下水道処理人口が最も多く

70,649人（72.3％）となっており、特環公共下水道、農業集落排水、小規模集合排水、合

併処理浄化槽等を合わせた、いわゆる水洗化生活排水処理人口は88,383 人（90.4％）で

単独処理浄化槽や汲み取りなどの非水洗化人口は9,367人（9.6％）となっています。 

行政区域内人口は平成12年の国勢調査をピークに減少傾向にあり、公共下水道以下いず

れの処理人口も減少傾向にありますが、非水洗化人口は、人口の減少に加え、下水道や合

併処理浄化槽への接続により水洗化が進んだことから着実に減少しています。合併処理浄

化槽の区分別人口は、新規設置による増加は見られるものの、集合処理区域内での下水道

への切り替えもあるため、横ばいから微減となっています。 
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表 2-3 処理区分別人口の推移         （単位：人）         

処 理 区 分 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ2年度 Ｒ3年度 

1.行政区域内人口 102,012 101,111 100,008 98,921 97,750 

 

2.水洗化生活排水処理人口 91,180 90,545 89,807 89,156 88,383 

 

公共下水道 72,659 72,238 71,726 71,240 70,649 

特環公共下水道 4,677 4,635 4,622 4,571 4,522 

農業集落排水 5,500 5,485 5,361 5,300 5,185 

小規模集合排水 77 75 72 72 71 

合併処理浄化槽 8,267 8,112 8,026 7,973 7,956 

3.非水洗化人口 10,832 10,566 10,201 9,765 9,367 

非水洗化－単独処理浄化槽基数(基) (71) (66) (66) (64) (60) 

 ＊１.行政区域内人口は住民基本台帳を基に記載。 

 ＊２.水洗化生活排水処理人口は接続済み人口を記載。 

 ＊３.非水洗化人口には単独処理浄化槽を含む。     
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４ し尿及び汚泥等の排出状況 
（１）し尿及び汚泥等の収集運搬の状況 
  計画区域内のし尿・汚泥等は許可業者が収集し、し尿処理施設まで運搬しています。 

 

（２）し尿・汚泥処理施設の現況 
区 分 施 設 概 要 

施 設 名 飯田環境センター 飯田竜水園 

所 在 地 長野県飯田市松尾明 7513番地１ 

事業運営主体 南信州広域連合 

処理方法 浄化槽汚泥比率の高いし尿の膜分離高負荷生物脱窒素処理 
処理能力 

改造前 改造後 

204㎘／日 75㎘／日 

運転開始 平成５年５月 平成 24年４月 

放流水質 

ｐＨ5.8～8.6、ＢＯＤ10㎎/ℓ以下、ＣＯＤ30㎎/ℓ以下、 

ＳＳ10㎎/ℓ以下、Ｔ-Ｎ10㎎/ℓ以下、Ｔ-Ｐ１㎎/ℓ以下、 

色度 30度以下、大腸菌群数 1,000個/ｃ㎥以下 

放 流 先 天竜川水系一級河川 天竜川  
  し尿処理施設「飯田竜水園」は、飯田市、松川町、高森町、喬木村、豊丘村、大鹿村か

ら排出される、し尿及び浄化槽汚泥等を適正に処理し、住民の衛生的で健康的な生活に寄

与することを目的として、平成５年５月から計画処理能力 204kℓ/日で稼働を開始しまし

た。 

しかし、各市町村の集合処理化（農業集落排水事業）や合併処理浄化槽の普及により水

洗化が進み、搬入量が大幅に減少したため、平成 21年度から平成 23年度にかけて、既存

の施設を有効利用し、現状に見合った処理能力 75kℓ/日とする施設のコンパクト化工事を

行いました。 

また、汚泥処理についても、焼却施設を廃止することで地域住民への環境影響を排除し、

循環型社会の形成に資するため、含水率 70％以下の脱水処理として場外搬出し堆肥化す

ることとしました。施設の運転状況については、関係市町村から搬入されたし尿・浄化槽

汚泥・農集排汚泥について、徹底した日常管理と水質検査を実施することで、毎日変動す

る搬入量や成分等にも迅速に対応し、水質の安定化を図ることで放流水の環境基準に適

合した数値を遵守し、安定した処理を行っています。 
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（３）し尿及び汚泥の処理量の推移 

  し尿処理施設に搬入された飯田市分のし尿及び浄化槽等の過去５年間の汚泥処理量

(実績)の推移は 表 2-4のとおりです。 

表 2-4 し尿・汚泥処理量（実績）の推移      （単位：㎘） 

 Ｈ29年 Ｈ30年 Ｒ元年 Ｒ２年 Ｒ３年 

し尿 6,774.35 6,317.31 5,890.56 5,384.46 5,078.00 

単独浄化槽汚泥 86.51 107.42 137.61 84.45 106.12 

合併浄化槽汚泥 3,745.23 4,092.67 4,024.17 4,076.62 4,712.20 

農集排汚泥 1,297.52 1,198.54 1,141.39 1,132.76 1,162.89 

計 11,903.61 11,715.94 11,193.73 10,678.29 11,059.21 

＊ 処理量は搬出する６市町村のうち、飯田市分のみである。  
 

し尿処理量は、汲み取り世帯の減少に伴い、年々減少しており、今後も減少が見込まれ

ます。汚泥処理量は、汲み取りや単独処理浄化槽から、合併処理浄化槽等への切り替えが

進んでいることから微増で推移しています。 
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（４）脱水汚泥・し渣等の搬出状況の推移 
処理後または処理過程で発生し場外処分した脱水汚泥やし渣の搬出量(実績)の推移は、

表 2-5のとおりです。 

表 2-5 脱水汚泥・し渣搬出量（実績）の推移    （単位：ｔ） 

 Ｈ29年 Ｈ30年 Ｒ元年 Ｒ２年 Ｒ３年 

脱水汚泥 1,294.28 1,268.49 1,136.05 1,086.06 1,094.00 

し渣 16.98 18.47 15.67 18.31 15.73 

沈砂 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

計 1,311.26 1,286.96 1,151.72 1,104.37 1,109.73 

＊搬出量は６市町村の全体量である。    
６市町村の下水道整備の進捗や人口減少に伴い全体量は減少が続いています。 

  脱水汚泥等は、以前は焼却処分されていましたが、現在では場外処分として搬出した全

量を民間の処理施設で炭化・堆肥化され、土壌改良材などに再利用されています。 
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５ 下水道処理施設の現況 
事業計画の数値は、下水道基本計画（全体計画）の令和17年度目標値である。 

汚泥発生量等の実績は令和３年度末の実績である。 

（１）松尾浄化管理センター   （供用開始  昭和52年４月１日） 
位置  飯田市松尾明7716番地                       （面積4.8ha） 

 事業計画 現在の能力と実績 処理方法 

最大処理能力 49,000㎥/日 (能力) 49,000㎥/日 標準活性汚泥法 

（分流式） 処理人口 76,900人 (実績) 69,690人 

汚泥発生量 汚泥の再利用 
最大処理量 

(㎥/日) 

日平均 

(㎥/日) 

日最小 

(㎥/日) 

放流水 

BOD(㎎/ℓ) 

放流水 

SS(㎎/ℓ) 

4,266t/年 

11.7ｔ/日 

全量を民間の処理施設で焼却後、セメ

ントなどの建設資材として再利用。 
50,560 32,753 24,090 3.8 3.4  処理後の汚泥は、民間リサイクル施設へ運搬し再利用しています。  

（２）川路浄化センター   （供用開始  平成16年４月１日）   
位置  飯田市川路7630番地１                       （面積1.0ha） 

 事業計画 現在の能力と実績 処理方法 

最大処理能力 1,300㎥/日 (能力) 650㎥/日 オキシデーション 

ディッチ法（分流式） 処理人口 1,900人 (実績) 1,550人 

汚泥発生量 汚泥の再利用 
最大処理量 

(㎥/日) 

日平均 

(㎥/日) 

日最小 

(㎥/日) 

放流水 

BOD(㎎/ℓ) 

放流水 

SS(㎎/ℓ) 

182t/年 

0.5ｔ/日 

全量を民間の処理施設で炭化乾燥後、

肥料として再利用。 
709 595 460 3.5 1.6  処理後の汚泥は、民間リサイクル施設へ運搬し再利用しています。  

（３）竜丘浄化センター   （供用開始  平成15年12月16日）   

位置  飯田市嶋109番地                          （面積1.0ha） 

 事業計画 現在の能力と実績 処理方法 

最大処理能力 3,200㎥/日 (能力) 3,200㎥/日 オキシデーション 

ディッチ法（分流式） 処理人口 4,700人 (実績) 3,940人 

汚泥発生量 汚泥の再利用 
最大処理量 

(㎥/日) 

日平均 

(㎥/日) 

日最小 

(㎥/日) 

放流水 

BOD(㎎/ℓ) 

放流水 

SS(㎎/ℓ) 

297t/年 

0.8ｔ/日 

全量を民間の処理施設で炭化乾燥後、

肥料として再利用。 
2,056 1,263 1,057 2.6 2.2  処理後の汚泥は、民間リサイクル施設へ運搬し再利用しています。 
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（４）和田浄化センター   （供用開始  平成 11年 3月 31日）   

位置  飯田市南信濃和田 2505番地 14               （面積 1.0ha） 

 事業計画 現在の能力と実績 処理方法 

最大処理能力 900㎥/日 (能力) 900㎥/日 オキシデーション 

ディッチ法（分流式） 処理人口 930人 (実績) 631人 

汚泥発生量 汚泥の再利用 
最大処理量 

(㎥/日) 

日平均 

(㎥/日) 

日最小 

(㎥/日) 

放流水 

BOD(㎎/ℓ) 

放流水 

SS(㎎/ℓ) 

62t/年 

0.2ｔ/日 

全量を民間の処理施設で炭化乾燥後、

肥料として再利用。 
418 213 86 1.8 0.8  処理後の汚泥は、民間リサイクル施設へ運搬し再利用しています。 

 

 

（５）農業集落排水処理施設 
地  区 

(処理施設名) 
処理方法 

最 大 

処理量 

(㎥/日) 

日平均 

(㎥/日） 

日最大 

(㎥/日） 

放流水 

ＢＯＤ 

(㎎/ℓ) 

放流水 

ＳＳ 

(㎎/ℓ) 

立  石 ニイミシステム20型 178 89 189 6.6 2.0 

知 久 平 ＪＡＲＵＳ-Ⅲ型 492 186 438 5.0 1.4 

柏    原 

(みずはの苑) 
ニイミシステム20型 109 46 114 4.4 3.1 

下 殿 岡 ＪＡＲＵＳ-Ⅲ型 571 330 568 9.4 2.2 

下 虎 岩 ＪＡＲＵＳ-Ⅲ型 469 235 485 5.3 2.6 

船    渡 ＪＡＲＵＳ-Ⅲ型 581 415 640 8.2 1.8 

上久堅中央 

(みずもと処理場) 
ＪＡＲＵＳ-Ⅲ型 396 148 420 5.3 2.8 

更生太田 

(細新処理場) 
ＪＡＲＵＳ-ⅩⅣ型 894 374 926 1.3 3.8 

米川野池芋平 ＪＡＲＵＳ-ⅩⅣ型 323 78 132 1.4 1.5 

 

計 
 

 

4,013 

 

1,901 

 

3,912 

(平均) 

5.2 

(平均) 

2.4  ＊ニイミシステム 20型 ：土壌被覆型沈殿分離接触ばっ気方式 

 ＊ＪＡＲＵＳ-Ⅲ型   ：流量調整槽前置型嫌気性ろ床併用接触ばっ気方式 

 ＊ＪＡＲＵＳ-ⅩⅣ型  ：連続流入間欠ばっ気方式   処理後の汚泥は、し尿処理施設（飯田竜水園）へ運搬し処分しています。  
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（６）小規模集合排水処理事業 
地  区 

(処理施設名) 
処理方法 

最 大 

処理量 

(㎥/日) 

日平均 

(㎥/日） 

日最大 

(㎥/日） 

放流水 

ＢＯＤ 

(㎎/ℓ) 

放流水 

ＳＳ 

(㎎/ℓ) 

目 名 振 abic浄化槽 FT-C型 26 7 21 7.3 3.0 

堤 田 abic浄化槽 FT-C型 23 10 25 7.8 2.4 

 

計 
 

 

49 

 

17 

 

46 

(平均) 

7.6 

(平均) 

2.7 

＊abic浄化槽 FT-C型：沈殿分離接触ばっ気方式 

処理後の汚泥は、し尿処理施設（飯田竜水園）へ運搬し処分しています。   
６ 環境に配慮した取り組み 
  (１) 既存施設の延命による産業廃棄物の発生抑制 

  【ストックマネジメント】 

    管路の長寿命化対策については、周辺環境に与える負荷を軽減できる「更生工法」

を採用しています。「更生工法」は非開削で既存の管路の中へ新たな管路を構築する

工法で、工事費の削減と工事期間を短縮することができ、既存管の撤去に伴う産業廃

棄物の発生を抑制します。 

 

（２）再生可能エネルギー資源の利用 

【消化ガス発電】 

松尾浄化管理センターでは、汚水処理の過程で発生する「消化ガス(再生可能エネ

ルギー)」を燃料として発電を行っています。発電された電力は全量を浄化センター

内で利用するとともに、発電機から発生する熱を消化槽の加温に利用し、資源の有効

活用と二酸化炭素排出量の削減を図っています。 

・平成 21年４月～平成 22年７月  

消化ガス発電設備（25kW×１台）を設置し、民間会社と共同研究（実証実験）。 

 ・平成 23年度 消化ガス発電設備（25kW×２台）を増設。 

・平成 28 年度 平成 29 年３月末で２号焼却炉の廃止に伴い、消化ガスが余剰

になるため消化ガス発電設備（25kW×４台）を増設。 
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 ≪効果≫ （令和３年度） 

設置場所 
発電容量
（kw） 

総電力使用量 
（kwh） 

発電電力量
（kWh） 

場内利用率 
（％） 

CO2削減量
（t- CO2） 

松尾浄化管理センター 175 4,106,900 1,449,695 35.4 549 

 

（３）所有資産の利用 

【太陽光発電】 

川路浄化センター管理棟・竜丘浄化センター管理棟・更生太田処理場管理棟の屋根に 

太陽光発電システムを設置し、電気使用量及び二酸化炭素排出量の削減を図っていま

す。なお発電した電力は、全量を各施設で使用しています。 

 ≪効果≫ （令和３年度） 

設置場所 
発電容量
（kw） 

総電力使用量 
（kwh） 

発電電力量
（kWh） 

場内利用率 
（％） 

CO2削減量
（t- CO2） 

竜丘浄化センター 10 259,550 11,336 4.4 4.3 

川路浄化センター 10 195,074 11,326 5.9 4.3 

更生太田処理場 10 243,465 8,837 3.5 3.3 
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第３章 生活排水処理基本計画 

 

１ 生活排水処理の基本方針 

公衆衛生の向上と快適な生活環境を創造するとともに、公共用水域の水質保全や水資源、

水環境を保全する基本理念・目標を実現するため、次の基本方針を定めます。 

 

【基本方針】 

（１）公共下水道 (公共下水道・特環公共下水道) 区域においては集合処理を継続し、 

合併処理浄化槽使用世帯や非水洗化世帯に早期接続を促します。 

（２）公共下水道区域外のうち、農業集落排水については引き続き集合処理を継続し、 

その他の区域については、合併処理浄化槽による生活排水処理を促進します。 

適正な生活排水処理の必要性について引き続き市民への周知を行うとともに、合併

処理浄化槽を設置しようとする世帯へは設置費の補助を行う等、普及促進を図りま

す。 

特に単独処理浄化槽や汲み取り世帯など非水洗化世帯に合併処理浄化槽への転換促

進を図ります。 

（３）し尿や浄化槽汚泥等の処理については、引き続き飯田竜水園への安定的な搬入受け

入れを継続できるよう調整を図ります。 

 

２ 生活排水の処理の目標 

  基本方針に沿って公共下水道、特環公共下水道、農業集落排水、小規模集合排水、合併

処理浄化槽でそれぞれ生活排水の適正処理を進めます。  

特に生活環境や水環境の保全のため、非水洗化人口の減少に重点を置きます。 

計画期間における生活排水の処理の目標は表 3-1のとおりです。また、目標とする処理

区分別人口の内訳は 表 3-2のとおりです。 

 

表 3-1 生活排水の処理の目標                              (人) 

項  目 令和３年度末 
中間目標 

令和９年度 

長期目標 

令和 14年度 

計画処理区域内人口（行政区域内人口）  ａ 97,750 96,643 95,463 

水洗化生活排水処理人口：注 1      ｂ 88,383 88,524 88,781 

生活排水処理（水洗化）率 （ｂ／ａ×100） 90.4 91.6 93.0 

非水洗化率      (100－ｂ／ａ×100) 9.6 8.4 7.0 

生活排水処理区域内人口：注 2      ｃ 95,139 94,118 93,211 

汚水処理人口普及率    （ｃ／ａ×100） 97.3 97.4 97.6 

 注 1：下水道接続済・合併処理浄化槽等の排水処理をしている人口 

 注 2：施設整備により下水道等へ排水処理できるようになった人口 
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表 3-2 目標とする処理区分別人口の内訳              (人) 

処 理 区 分 令和３年度末 
中間目標 

令和９年度 

長期目標 

令和 14年度 

計画区域

内人口 

（行政区域内人口） 97,750 96,643 95,463 

水洗化生活排水処理人口 88,383 88,524 88,781 

 

公共下水道 70,649 70,880 72,092 

特環公共下水道 4,522 4,464 4,544 

農業集落排水 5,185 5,122 4,755 

小規模集合排水 71 65 60 

合併処理浄化槽 7,956 7,993 7,330 

非水洗化人口 9,367 8,119 6,682 

※ 目標とする処理区分別人口の内訳は上記のとおりですが、現在、処理区・地区の統廃合

を進めており、法手続き等が完了した際、目標とする数値が変わることがあります。 

 

 

【目標値のねらい】 

〇 長野県構想および下水道ビジョンとの整合を図り、処理区分ごとの目標値を定めてい

ます。長期目標では、水洗化生活排水処理人口を増加させ、P14 表 3-1のとおり生活排水

処理（水洗化）率を 93.0％とすることを目標とします。 

 

・ 公共下水道は、新規の下水道接続、普及促進活動による非水洗化世帯の接続に伴い処理

人口の増加を目指します。 

・ 特環公共下水道は、行政区域内人口の減少に伴い処理人口は減少していきますが、新規

の下水道接続、非水洗化世帯の接続の他、耐用年数を経過する合併処理浄化槽が令和９年

度以降増加するため、下水道への切り替えによる処理人口の増加を見込んでいます。 

・ 農業集落排水・小規模集合排水は、普及促進活動を図りますが、行政区域内人口の減少

が上回ると予測するため処理人口は減少する目標数値としました。 

・ 合併処理浄化槽については、40基/年を目標として設置促進を図るものの、人口減少に

伴い処理人口が減少する目標数値としました。 
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３ 生活排水の処理計画 

（１）公共下水道 

  公共下水道(公共下水道・特環公共下水道)区域では、これまで通り下水処理場での処理

を継続していきます。また、汚水処理過程で発生する「消化ガス(再生可能エネルギー)」

の有効利用や消費電力の削減など、環境に配慮した対策に取り組みます。 

今後は老朽化した施設をストックマネジメント計画等に基づき改築更新を進めるとと

もに、地震に対する耐震化や、雨水浸水対策などを進めます。 

（２）農業集落排水・小規模集合排水 

  農業集落排水、小規模集合排水では、今後の処理施設の統廃合を踏まえた施設運営の効

率化を行いながら増減する汚水量を把握し適切に処理を進めます。 

今後も継続して運営管理する施設については、ストックマネジメント計画等に基づき

改築更新を進めます。 

（３）合併処理浄化槽 

  既存の合併処理浄化槽については、保守点検と清掃、法定検査の実施など適正な維持管

理を推進するため、継続的に使用者に働きかけます。 

また、清掃費補助制度による維持管理費用の助成によって、下水道等利用者との管理費

用負担の均衡を図ります。 

集合処理区域外の非水洗化世帯へは、合併処理浄化槽設置費用の補助により設置を促

進します。 

単独処理浄化槽は、生活雑排水が未処理のまま放流されるため、合併処理浄化槽への入

替え又は下水道への接続を促進します。 

 

４ し尿・汚泥の処理計画 

（１）し尿・汚泥の処理計画 

  し尿・汚泥の排出量は、人口減少が続くことや、汲み取り世帯の水洗化及び下水道への

接続など、今後も減少していく見込みです。汲み取り世帯の減少から、し尿は着実に減少

しますが、汲み取りや単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換により、浄化槽汚泥は

微増が見込まれます。 

（２）収集・運搬計画 

  市内全域におけるし尿・浄化槽汚泥等の収集量（排出量）は、今後も減少傾向が続くも

のと見込まれますが、現状の収集運搬体制が維持できるよう調整を図ります。 
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（３）中間処理計画 

  し尿・浄化槽汚泥等は、引き続き飯田竜水園で受入れ、処理を継続できるよう、関係す

る町村と課題や問題点を共有し、連携しながら調整を図ります。 

処理水の徹底した水質管理を行いながら、環境基準を遵守し、安全で安定した運転稼働

となるよう協議していきます。 

（４）最終処分計画 

  し尿処理施設から搬出される脱水汚泥等は、民間リサイクル施設等に運ばれ堆肥等に

再利用されていることから、当面は現状のとおり維持していくこととします。 

しかしながら、民間施設に依存しているため、需要と供給のバランスを考慮し、将来的

には近隣市町村と広域連携し処分方法を模索していきます。 

 

５ 生活排水処理における今後のあり方検討 

  飯田市下水道ビジョンの柱の一つである「計画的な施設管理」に基づき、処理方法や施

設の統廃合を含めた持続可能な下水道事業のあり方検討を進める中で運営の効率化を図

ります。 

また処理場及び設備の維持管理に関し、気候変動対策とゼロカーボンシティの実現に

向け、情報の収集・研究を行い、有効で実施可能な取り組みを進めます。 
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第４章 その他生活排水に関すること  
１ 生活排水処理の課題 
  水洗化には個人の費用負担が伴うとともに、現在、非水洗化人口の多くを高齢者世帯等

が占めている状況から、普及活動の効果には限界があり、水洗化率 100％達成の予測を難

しくしています。しかし集合処理区域外においては、汲み取り転換における補助制度の拡

充により相談件数も増加傾向にあることから、合併処理浄化槽の清掃補助など維持管理

に係る経費についても制度利用の広報と、地道かつ継続的な普及促進が求められます。 

し尿処理施設については、飯田市をはじめ関係する近隣町村から排出されるし尿・汚泥

を共同で処理しているため、今後の水洗化の取り組みを踏まえて、現状に見合った施設規

模にとどめる協議が必要となります。特に農業集落排水から公共下水道への統合等、今後 

処理施設の統廃合が進むことや、合併処理浄化槽の普及促進等により、将来の搬入量の変

動に対応した運転調整を依頼する必要があります。 

また、近年激甚化する豪雨災害などに適応するため、耐水化対策等による施設の災害リ

スク軽減対策も求められています。 

 

２ 市民に対する広報・啓発活動 
  下水道接続世帯については、下水道施設の故障破損の原因とならないよう、流してはい

けないものを流さないなどの「下水道の正しい使い方」を広く周知し、いつでも安心して

利用できるよう広報します。 

下水道未接続など水洗化されていない世帯については、生活環境や水環境の保全のた

めの生活排水処理の必要性について、職員による戸別訪問活動や広報いいだ、ケーブルテ

レビ、飯田 FMなど各メディアを通じて広報し、普及啓発活動を行います。 

また、集合処理区域外においても個人設置、個人管理である合併処理浄化槽の確実な設

置と適切な維持管理について、飯田市浄化槽設置管理組合等関係する団体と連携し、各種

メディアを通じて広報を行うとともに、チラシやパンフレットを活用して継続的に啓発

活動に取り組んでまいります。特に、汲み取り転換における補助制度の拡充や、合併処理

浄化槽の清掃補助など維持経費の助成について紹介し、普及促進と適正管理を推進しま

す。 

その他、既存処理施設の施設見学会の開催や、水環境の保全につながるイベントなどを

通じて生活排水処理に関心を持ってもらいます。 
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３ 計画の運営管理 
  本計画は 図 4-3に示すとおり、計画の策定・見直し（Plan）、計画に基づく事業・施策

の実施（Do）、計画の評価・検証（Check）、本計画の見直し（Action）によるＰＤＣＡサ

イクルで運営管理します。 

本計画を具体化するため、下水道ビジョンに必要な事項を組み込み実施します。 

なお、課題解決のために本計画を変更する必要が生じた場合や本計画の前提条件に大

きな変化が生じた場合等には、その都度本計画の改訂等を行います。 

                      
図 4-3 ＰＤＣＡサイクルによる計画の運営管理 

Ｄｏ 
事業・施策の実施 

Ａｃｔｉｏｎ 
計画の見直し、改善 

Ｐｌａｎ 
生活排水処理基本計画 

の策定 

Ｃｈｅｃｋ 
実態調査、事業の効果の

検証、課題の整理 
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